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上級ファンダメンタル講座 プレ講義 
 法的思考プロセス講座 民法Ⅱ（物権） 

参考問題 司法試験平成１８年短答式試験民事系科目第１３問 

 

民 法 物 権 不動産物権変動 重要度 Ａ 

 

Ａは，その所有する甲土地をＢに売却したが，その直後に重ねて甲土地をＣに売却し，

さらにＣは直ちにＤに転売した。甲土地の登記名義は，Ａ・Ｃ・Ｄの合意に基づき，Ａ

から直接にＤに移転された。この事例に関する次の１から４までの記述のうち，誤って

いるものはどれか。 

１．Ｂから占有者Ｃに対する所有権に基づく甲土地の明渡請求訴訟において，Ｂの登

記具備がＣの対抗要件の抗弁に対する再抗弁であるという考え方を採れば，Ｃが背

信的悪意者であるとする主張は，Ｂの登記具備に代わる再抗弁と位置付けられる。 

２．背信的悪意者Ｃにも甲土地の所有権が帰属するという考え方を採れば，ＡからＢ

とＣに二重譲渡があったことをＤが知っていても，それだけでは，登記をしていな

いＢは甲土地の所有権取得をＤに対抗することができない。 

３．背信的悪意者Ｃは甲土地の所有権を取得することができないという考え方を採れ

ば，ＤがＡからＢとＣに二重譲渡があったことを知らずに登記をした場合でも，Ｂ

はＤに甲土地の所有権取得を対抗することができる。 

４．Ｂは，本来，Ｃと対抗関係に立つから，登記の効力については重大な利害関係を

有するところ，Ｃは対抗要件を備えていないし，ＡからＤへの中間省略登記は無効

であるから，Ｂは，ＣにもＤにも対抗することができる。 
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正解 ４ 
民 法 物 権 不動産物権変動 

正答率：８８％ 

 

１正しい。Ｂから占有者Ｃに対する所有権に基づく甲土地の明渡請求訴訟において，Ｂ

の登記具備がＣの対抗要件の抗弁に対する再抗弁であるという考え方は，対

抗要件に関する主張証明責任に関しいわゆる権利抗弁説（ないしは第三者抗

弁説）を採るものと考えられる。かかる見解によれば，Ｃは自己が客観的に

みて正当な利益を有する第三者であることを主張・立証すれば足り，（１）自

己が不動産登記法５条に定める者，（２）背信的悪意者に該当しないことまで

主張・立証する必要がない。Ｃが（１）（２）に該当する者であることは，Ｂ

が主張・立証しなければならない再抗弁である。 

したがって，本記述は正しい。 

なお，第三者抗弁説に立った場合，背信的悪意者の主張は間接反証であると

解することも可能であるが，第三者抗弁説に立ったとしても再抗弁であると

も解することができる以上，いずれにせよ本記述は正しい。 

 

２正しい。背信的悪意者Ｃにも甲土地の所有権が帰属するという考え方は，ＡＣ間の売

買契約そのものは有効であり，ただ，同様に所有権を取得できる地位にいる

Ｂに登記が欠けていることを主張することが，信義則上許されないに過ぎな

いとするものである。そのことはＣに属人的なものであるから，Ｃからの譲

受人ＤがＢとの間で背信的悪意者とされなければ，Ｄは有効に所有権を取得

でき，Ｂとふたたび対抗関係に立つと解すべきことになる（最判平８．１０．

２９）。よって，背信的悪意者Ｃにも甲土地の所有権が帰属するという考え方

を採れば，ＡからＢとＣに二重譲渡があったことをＤが知っていても，それ

だけでは，登記をしていないＢは甲土地の所有権取得をＤに対抗することが

できないことになる。 

したがって，本記述は正しい。 

 

３正しい。背信的悪意者Ｃは甲土地の所有権を取得することができないという考え方は，

背信的悪意者Ｃは甲土地につき無権利者であることを意味する。そして，全

く無権利の登記名義人は１７７条の「第三者」にあたらず，したがって，真

の所有者は登記なくして所有権を対抗できる。また，登記には公信力がない

ことから，無権利者からの譲受人も同様に「第三者」にあたらない。とする

と，背信的悪意者という無権利者からの譲受人に対して第一譲受人は登記な

くして所有権を対抗することができる。よって，背信的悪意者Ｃは甲土地の

所有権を取得することができないという考え方を採れば，ＤがＡからＢとＣ

に二重譲渡があったことを知らずに登記をした場合でも，ＢはＤに土地の所

有権取得を対抗することができる。 

したがって，本記述は正しい。 
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４誤 り。ＢＣ間の法律関係について，ＡＢ売買，ＡＣ売買という二重譲渡事例である

本件において，ＢＣは対抗関係に立つ以上，登記を具備していないＢはＣに

対抗することができない（１７７条）。よって，ＢはＣに対抗することができ

るとする部分は誤っている。また，ＢＤ間の法律関係について，判例は，中

間省略登記につき，３人の当事者（とくに中間者）の同意があれば有効とし

ている（大判大５．９．１２）以上，本件ＡからＤへの中間省略登記は，Ａ・

Ｃ・Ｄの合意に基づいているから有効である。よって，ＡからＤへの中間省

略登記は無効であるとする部分も誤っている。また，仮にＡからＤへの中間

省略登記が無効であっても，前述ＢＣ間の法律関係同様，登記を具備してい

ないＢはＤに対抗することができない（１７７条）以上，ＢはＤに対抗する

ことができるとする部分も誤っている。 

したがって，本記述は誤っている。 

 

●肢別解答率分析 ※上位 30%と下位 30%の正答率に開きがある。上位 30%はほぼ正解して

いる一方，下位 30%では肢３で引っ掛かっている者が多い。 

 

分 類 肢 1 肢 2 肢 3 肢 4 

全 体 1.6% 1.2% 8.5% 87.8% 

上位 30％ 0.0% 0.0% 2.4% 96.4% 

下位 30％ 3.5% 4.1% 16.3% 74.4% 

 

 

■【択一式で確実に得点するための 重要条文チェック】自分の六法でチェックしましょう。 

（不動産に関する物権の変動の対抗要件） 

第１７７条 不動産に関する物権の得喪及び変更は、不動産登記法その他の登記に関する法律の定めると

ころに従いその【登①記】をしなければ、【第 ②三者】に【対③抗】することができない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

解答 

①登記 ②第三者 ③対抗 
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◆【記述式への連携】 

 

１（  ）内を、法律用語で正しく埋めて下さい。 

  

（１） １７７条の「第三者」とは、判例によれば，当事者及び包括承継人以外の者で，（①  ）を主張

する（②  ）を有する者をいう。 

（２） 背信的悪意者とは、実体法上物権変動があった事実を知る者であり，かつ，かかる物権変動につ

いての（③  ）を主張することが（④  ）に反するものと認められる事情がある者をいう。 

（３） 中間省略登記とは、中間の（⑤  ）の登記を省略した登記をいう。  

 

２ 次の法律用語を漢字で正しく書けますか（記述式で減点されないために） 

 

⑥ とうきのけんけつ          ⑦ ほうかつしょうけいにん  

⑧ はいしんてきあくいしゃ       ⑨ ちゅうかんしょうりゃくとうき 

⑩ しんぎそく  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

解答 

１ ①登記の欠缺 ②正当な利益 ③登記の欠缺 ④信義 ⑤権利変動  

２ ⑥登記の欠缺 ⑦包括承継人 ⑧背信的悪意者 ⑨中間省略登記 ⑩信義則 


